
広域農道

◆噴火災害を契機に進化した無人
　化施工技術が全国の火山災害や
　大規模土砂災害現場で活躍して
　います。最近では、東日本大震
　災の福島第一原発対応や熊本地

震にも貢献しました。

福島第一原子力発電所で
対応する無人化施工技術
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提供：東京電力（株）

効果４　無人化施工技術の進化！

◆砂防工事で発生した巨石を利用し
　農地整備され、島原半島の農業が
　発展に貢献しています。島原半島
　は、じゃがいも・根・ニンジンの
　県内No.1の生産量で農業生産の代

表地域です
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効果３　巨石を利用した農地整備で生産性向上！

◆水無川流域に被害をもたらした土石流の堆
　積土砂を安徳海岸埋立事業に利用し、平成
　12年に島原復興アリーナを整備しました。
　島原復興アリーナでは、年間約30万人が利

用し、健康増進に寄与しています。

水無川２号砂防堰堤

水無川１号砂防堰堤

安中三角地帯
水無川

復興アリーナ雲仙岳災害記念館

雲仙・普賢岳

島原復興アリーナ

平成町多目的広場
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約6倍の健康増進に寄与する
島原復興アリーナの整備

効果２　安徳海岸埋立事業地で健康増進！

◆水無川流域に被害をもたらした土石流の堆積
　土砂を利用し安中三角地帯嵩上げや農地復旧
　に貢献しています。最も被害の大きかった安
　中三角地帯では、宅地が再建され噴火前より

世帯数が増加しています。
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効果１　安中三角地帯嵩上げ事業による生活再建！

日時 噴火・事業対応の経緯

平成2年11月17日 九十九島火口、地獄火口から198年ぶりに噴火。

平成3年5月20日 最初の溶岩ドームが出現。

平成3年5月24日 初めて火砕流が発生。

平成3年6月3日
大火砕流が発生。死者行方不明者43名。

国道57号通行止。

平成3年6月30日 水無川、湯江川、土黒川で初めて土石流が発生。

平成3年9月15日 大火砕流が発生。大野木場小学校が焼失。

平成4年4月22日 長崎県が「水無川砂防計画の基本構想」を発表。

平成4年6月17日 長崎県知事が建設大臣に直轄火山砂防事業化を陳情。

平成4年12月23日
平成5年度より雲仙・普賢岳の火山砂防事業を国の直轄
事業とすることを決定。

平成5年4月6日 建設省雲仙復興工事事務所を開設。

平成5年6月23日
               ～24日

中尾川千本木方向に火砕流が発生。（死者１名）

平成5年7月4日
中尾川･水無川に土石流発生。水無川3号遊砂地から左岸
方向に氾濫拡大。土石流により国道251号，国道57号
とも通行止となり，島原市が孤立化。

平成5年7月13日
建設省が試験フィールド制度による無人化施工技術の民
間公募を発表。

平成5年11月11日 国道57号島原深江道路の建設工事に着手。

平成6年1月25日 試験フィールドによる無人化施工試験工事を実施。

平成6年2月6日 初めて湯江川方向に火砕流が発生。

平成6年3月1日 無人化施工による除石工事を開始。

平成6年4月6日
建設省と長崎県が、安中三角地帯を残土処理場とするこ
とを決定。

平成6年4月27日 雲仙普賢岳資料館開設。平成２０年５月に閉館。

平成6年7月30日
国道57号下流　水無川仮設導流堤が概成。
平成１３年３月に全体完成。

平成7年5月25日
火山噴火予知連絡会が「マグマの供給と噴火活動は、ほ
ぼ停止状態にある」という統一見解を発表。

平成7年6月11日
安中三角地帯嵩上げ事業に着手。
平成１２年３月完成。

平成7年9月30日
世界初砂防ＣＳＧを用いた水無川1号砂防堰堤工事に着
手。平成１０年２月完成。

平成8年6月3日 九州大学太田教授　噴火活動の終息宣言。

平成9年3月8日
水無川2号砂防堰堤工事に着手。
溶岩ドームの挙動観測を開始。

平成9年5月29日 「雲仙普賢岳砂防指定地利活用構想」発表。

平成11年2月20日
平成５年１１月に工事着手した島原深江道路が完成。
全線開通。

平成11年4月30日
旧大野木場小学校被災校舎一般公開を開始。大野木場情
報センター(災害および復興事業の学習施設)を開設。

平成11年11月1日
ケーブルテレビジョン島原に「はっと・ほっとチャンネ
ル24」を開設。市民向け防災情報の提供を開始。

平成12年11月17日
「雲仙・普賢岳噴火10年復興記念式典」を開催。
（実行委員会会長：長崎県知事）

平成13年8月31日 水無川で震度5の地震を想定した防災訓練を実施。

平成13年9月3日
雲仙・普賢岳火山砂防計画検討委員会を設置し、火山砂
防計画の見直しを実施。

平成14年9月16日 大野木場砂防みらい館を開所。

平成15年11月 北上木場地区の農業研修所跡地などを整備。

平成19年11月16日 島原市が定点近くに慰霊碑を設置。

平成19年11月19日 第5回火山都市国際会議（COV5）島原大会が開幕。

平成23年3月18日
雲仙普賢岳溶岩ドーム崩落に関する危険度評価検討委員
会が設置され、溶岩ドームが崩壊した場合の影響範囲や
その対策について検討。（２回開催）

平成23年6月3日 雲仙・普賢岳噴火災害20周年犠牲者追悼式を開催。

平成23年12月19日
「雲仙・普賢岳溶岩ドーム崩壊に関する調査・観測及び
対策検討委員会」が設置され、溶岩ドーム崩壊の調査・
観測及び対策を検討。（４回開催）

平成25年1月25日
島原半島における大規模土砂災害を想定した合同訓練を
実施。

平成25年12月25日
関係機関が参加し溶岩ドーム崩壊を想定した合同防災訓
練を初めて開催。

平成26年8月4日

「雲仙・普賢岳溶岩ドーム崩壊対策構造検討会」及び
「雲仙・普賢岳溶岩ドーム崩壊ソフト対策検討委員会」
の初会合を開催。構造検討会では、既完成の水無川１号
砂防堰堤の嵩上げなどを行うハード対策、ソフト対策委
員会では、溶岩ドーム動きの観測体制や防災情報の発信
方法などを検討。

平成27年12月10日
「雲仙・普賢岳火山砂防計画検討委員会」を開催。火山
砂防基本計画の見直しを実施。

平成28年12月20日

九州地方整備局事業評価監視委員会が開催され､「事業
を実施することにより土石流に対する安全度の向上が期
待でき､事業の費用対効果も高い」ことから､事業期間を
32年まで延長し､事業継続で了承。

噴火と事業対応の経緯

公共工事による効果
公共工事は、みんなが利用する道路や地域を流れる川などで行
う工事のことです。公共工事による効果には、２つの効果があ
ります。１つは公共工事によって建設されたものそのものが発
揮する機能でストック効果と呼ばれます。例えば、砂防えん堤
の建設により地域が安全になることや新しい道路の建設により
便利になることなど、長期にわたって地域経済の成長を促す効
果のこと。もう１つは、公共工事によって建設による経済効果
でフロー効果と呼ばれます。例えば、工事現場における資材購
入や工事関係者の宿泊など生産・消費活動、工事現場における
雇用の増加など、短期間ではあるが、地域の経済を活性化させ
ることをいいます。
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